別紙様式２

	事業実施年度

　　　　 　　　年度

目標年度

　　　 　　　　年度

事業完了予定年月日

　 　年　　月　　日

産地リスク軽減技術総合対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大区画化ほ場対応型土壌管理技術導入支援事業実施計画書

都道府県名・市町村名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
応募団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




第１　事業実施体制の概要

	事業実施主体名
	
	代表者名
	

	代表者の所属組織の名称
	
	代表者の所属組織における役職
	

	設立年月日
	
	事業の対象
	

	事業実施主体事務局が所在する住所
	〒

	事業実施主体事務局の連絡先


	事業担当者
	役職・氏名


	

	
	
	電話番号
	

	
	
	メールアドレス
	

	
	経理担当者
	役職・氏名

	

	
	
	電話番号
	

	
	
	メールアドレス
	

	事業実施主体を構成する団体・企業等
	

	事業実施主体の主な事業内容
	

	本事業の実施地区、生産者数及び面積（地区が複数に分かれる場合は、主たる住所を記載）
	

	これまでの該当事業に関連する取組状況
	


（注）事業の対象欄には、本事業の対象とする作物名を記載すること。

第２　総括表

	事　業　内　容
	事業量
	事業費
	負　担　区　分
	備　考

	
	
	
	国庫補助金
	自己資金等
	

	１　対策検討会の設置・開催
２　高精度土壌・施肥管理技術の導入
３　技術導入効果の検証

	
	円

	円

	円

	

	合　　計
	
	
	
	
	


第３　事業の目的

	


（注）事業対象ほ場が抱える地力のばらつきの状況、高精度な土壌・施肥管理技術が必要な理由等について具体的に記述すること。

第４　事業実施主体が取り組む内容

	


（注）別紙２の第４の２のただし書の場合にあっては、事業実施予定の各年度ごとに記述すること（ただし、当年度分以外の記述については計画承認の対象には含まれない。）。
第５　年間スケジュール（平成　　年度）

	実　施　予　定　期　間
	実　施　項　目
	実　施　の　内　容

	　　年　　月　　日～　　年　　月　　日頃
	対策検討会の開催
	

	年　　月　　日～　　年　　月　　日頃
	高精度土壌・施肥管理技術の導入
	

	年　　月　　日～　　年　　月　　日頃
	
	

	年　　月　　日～　　年　　月　　日頃
	
	

	年　　月　　日～　　年　　月　　日頃
	
	


（注１）本表は、必要に応じて行を追加して作成すること。実施項目欄には記入例を載せている。

（注２）別紙２の第４の２のただし書の場合にあっては、事業実施予定の各年度ごとに本表を分けて記述すること（ただし、当年度分以外の記述については計画承認の対象には含まれない。）。
第６　事業実施主体で採用する技術（高精度土壌・施肥管理技術）（平成　　年度）

	技術の名称
	
	開発者名・開発組織名
	

	技術の概要と期待される導入効果
	

	技術の開発段階
	

	技術の開発者、開発組織からの使用許諾の状況
	


（注１）「技術の概要」欄については、土壌の肥沃度のばらつきを把握する方法について記載するとともに、農業機械の改造等を行う場合は、その改造の概要についても記載すること。

（注２）「期待される導入効果」欄については、効果が得られる理由も含めて定量的に記載すること。

（注３）「技術の開発段階」欄については、これまでの当該技術の開発、実証、実用化の状況を記載すること。

（注４）「技術の開発者、開発組織からの使用許諾の状況」欄については、本主体が採用する技術について、事前の使用許諾の内容等を記載すること。

（注５）別紙２の第４の２のただし書の場合にあっては、事業実施予定の各年度ごとに本表を分けて記述すること（ただし、当年度分以外の記述については計画承認の対象には含まれない。）。
第７　事業の実施に伴う機械・機器の改造等の実施計画
	改造等の対象となる機械・機器

（名称、型式、製造年等）
	
	所有者

	

	耐用年数期間の最終年度
	
	これまでの使用量（走行距離等）
	

	改造等の内容   
	

	所有者の事前了承
	
	改造等実施後の所有者
	

	改造後の機械・機器の使用方針
	


（注１）事業の実施に当たり、既存の農業機械等を改造する場合は、本欄を記載すること。

（注２）別紙２の第４の２のただし書きの場合にあっては、事業実施予定の各年度ごとに本表を分けて記述すること（ただし、当年度分以外の記述については計画承認の対象には含まれない。）。
第８　土壌化学分析の進め方                           

	


（注）土壌の化学分析を実施する場合の実施時期、実施理由、実施方針、実施方法、実施対象面積等について記載すること。

第９　事業の成果目標

	具体的な成果目標

（平成　　年度）
	現　状

（平成　　年度）
	目標が達成可能な理由

	
	
	


（注１）「具体的な成果目標」欄には、本事業に取り組むことで目指す目標を定量的に記載すること。

（注２）「現状」欄には、成果目標に対する現状値を定量的に記載するとともに、その値の出典、考え方等を記載すること。

（注３）「目標が達成可能な理由」欄には、現状値に対する成果目標値の設定の考え方等を記載すること。

（注４）別紙２の第４の２のただし書の場合にあっては、目標年度の設定が妥当であることの合理的な説明を併せて記載すること。

第10　事業実施計画

　１　事業実施場所

      （作物名：　　　　　　）

	No．
	地　区　名
	ほ場の地番
	面　積（ａ）
	土　質
	選　定　理　由

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	


（注１）本表は、事業の対象となるほ場が筆別に確認できるように作成すること。

（注２）本事業の対象作物が複数ある場合は、作物別に本表を作成すること。

（注３）本表の「地区名」の欄は、本事業の実施対象ほ場（予定）が存在する市町村名に加えて大字、小字等の地区の名称を記載すること。

（注４）本表の「ほ場の地番」の欄は、地区名の欄に記載していない内容について記載すること。

（注５）本表の「選定理由」欄には、本事業の対象とする理由（地区のほ場が抱える問題点等）を具体的に記載すること。
　２　全体計画

	事　業　項　目
	事業量（回数、面積、台数等）
	事業費（円）
	費目別積算根拠及び経費の必要性

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注１）本表は、第２の表に対応したものとして作成すること。 

（注２）費目別積算根拠は、事業費の内訳が分かるように記載すること。

（注３）別紙２の第４の２のただし書の場合にあっては、事業実施予定の各年度ごとに本表を分けて記述すること（ただし、当年度分以外の記述については計画承認の対象には含まれない。）。
　３　設備備品費内訳

（１）購入予定の備品

	備　品　名


	仕　様

製造会社名

型　式
	用　途

	金額（円）

	主として
使用する者

	設置場所
	納品予定時期


	
	
	
	
	
	
	


（注１）備品は原型のまま比較的長期の反復使用に耐え得るもののうち、取得単価が５万円以上のものとする。

（注２）本表には、当年度に購入する予定の備品のうち、本事業での活用を予定しているものについて記載すること。

　（２）レンタルにより調達する設備等

	設　備　等　名


	仕　様

製造会社名

型　式
	用　途

	金額（円）

	主として

使用する者

	設置場所
	レンタル

予定時期


	
	
	
	
	
	
	


（注）本表には、当年度にレンタルにより調達する予定の設備等のうち、本事業での活用を予定しているものについて記載すること。

　（３）事業外で、本事業の実施目的で購入する備品

	備　品　名


	仕　様

製造会社名

型　式
	用　途

	金額（円）

	主として

使用する者

	設置場所
	納品予定時期


	
	
	
	
	
	
	


（注）本表には、本事業の成果目標を達成するため、自力で購入する備品のうち、（１）以外のものを記載すること。

　（４）事業外で、本事業の実施目的でレンタルにより調達する設備等

	設　備　等　名


	仕　様

製造会社名

型　式
	用　途

	金額（円）

	主として

使用する者

	設置場所
	レンタル

予定時期


	
	
	
	
	
	
	


（注）本表には、本事業の成果目標を達成するため、自力でレンタルする設備等のうち、（２）以外のものを記載すること。

第11　経費の配分及び負担区分（事業実施年度）

	事　　業　　名
	補助率
	総事業費

（Ａ＋Ｂ）
	負　担　区　分
	備　考

	
	
	
	国庫補助金（Ａ）
	自己資金等（Ｂ）
	

	産地リスク軽減技術総合対策事業

大区画化ほ場対応型土壌管理技術導入支援事業

１　対策検討会の設置・開催
２　高精度土壌・施肥管理技術の導入

３　技術導入効果の検証


	1/2以内

定額

1/2以内
	円

	円

	円

	

	合　　計
	
	
	
	
	


（注１）本表には、当年度に要する経費について記載すること。

（注２）備考欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円、うち国費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記載すること。

第12　事業完了（予定）年月日

　　　　　　　平成　　年　　月　　日

第13　収支予算（又は精算）
　１　収入の部

	区　　分
	本年度予算額（又は本年度精算額）
	前年度予算額（又は本年度予算額）
	比　　較
	備　考

	
	
	
	増
	減
	

	国庫補助金

そ　の　他
	円

	円

	円

	円

	

	合　　計
	
	
	
	
	


（注１）本表には、当年度の収支予算のうち収入について記載すること。

（注２）備考欄には、補助金以外の必要な資金の調達方法（予定）について記載すること。

　２　支出の部

	区　　分
	本年度予算額（又は本年度精算額）
	前年度予算額（又は本年度予算額）
	比　　較
	備　考

	
	
	
	増
	減
	

	大区画化ほ場対応型土壌管理技術導入支援事業

１　対策検討会の設置・開催    

２　高精度土壌・施肥管理技術の導入

３　技術導入効果の検証
	円

	円

	円

	円

	

	合　　計
	
	
	
	
	


（注）本表には、当年度の収支予算のうち支出について記載すること。

第14　事業実施主体の構成員
	名　称　等
	構成員の概要
	担当者役職・氏名
	住　　所
	担当者連絡先

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


第15　地域の農業改良普及センター、農業試験場等の公的機関、大学又は民間企業等の専門家の指導・助言を受けるための体制づくりの状況

	


(注) 本表には、本事業の取組を通じて構築する、専門家による指導・助言体制の姿を図示すること。公的機関等での本事業の担当者が明確になっている場合は、その専門家の役職・氏名を記入すること。

第16　事業の成果等の活用・普及に関する計画
	


（注）本表には、当年度の事業成果の活用・普及に関する取組予定について記載すること。

第17　添付資料

    事業実施主体(協議会)の規約案等（未作成の場合は添付しなくても可）

  　　高精度土壌・施肥管理技術の概要がわかる資料

    　事業実施主体を構成する団体・企業等を紹介するパンフレット　

    　その他、本公募に当たり参考となる資料　等
